


































































日本学術会議だより NJ.26 

共同主催国際会議閣議了解得る

平成4年9月 日本学術会議広報委員会

平成 5年度の日本学術会議の共同主催国際会議6件については，平成 3年 5月の第 111回総会において決定されましたが，

政府としても，本年6月30日の閣議において，これらの会議を日本で開催すること及び所要の措置を講ずることを了解しま

したので，お知らせします。

平成5年度の共同主催国際
会議の閣議了解

1. 日本学術会議では，昭和28年9月の国際理論物理学会
議昭和30年の国際数学会議の開催以来，平成 3年度ま
でに 123件，本年度も 6件の国際会議を関係の学会と共
同して開催し，我が国のみならず世界の学術水準の向上に
努めてきたところである。平成 5年度にも，下記の 6会

議の共同開催を既に平成 3年 5月に決めているが， 本`年
6月30日，政府全体としても， これらの会議の開催とこ
れについての所要の措置（会場・警備・入国手続き上の
配慮・予算措置等）を講ずる旨の閣議了解を行った。

（平成 5年度開催会議）
・アジア社会科学研究協議会連盟第10回総会
平成5年 9月5日から11日（川崎市・かなかわサイ
エンスパーク）

平成5年8月23日から 9月3日（横浜市・横浜国際
平和会議場）

平成5年6月27日から 7月3日（沖縄県宜野湾市・
沖縄コンベンションセンター）

平成5年8月23日から 9月3日（京都市・国立京都
国際会館）

平成 5年9月20日から25日（奈良県奈良市・奈良県
新公会堂）

国際水文科学協会科学会議合同国際会議
平成 5年 7月11日から23日（横浜市・横浜国際平和
会議場）

（閣議了解の内容）
〔各国際会議ごとに了解〕
1 （各会議名）を（共同主催学会名）と共同して平成5
年度に我が国において開催すること 。
2 関係行政機関は，上記会議の開催について所要の措
置を講ずること。
2.なお，国際会議共同主催の申請から決定までのスケジ
ュールはおおむね次のようになっている。
・会議開催 3年前 （年末まで）申請募集
・会議開催 2年前
(2 -3月頃）
関係部会，運営審議会附置国際会議主催等検討

委員会でのヒアリング等

(3 -4月頃）

運営審議会での決定，総会への報告
・会議開催 1年前
(6 -7月頃）

閣議了解（政府としての共同主催正式決定）
共同主催学会との合意書締結，組織委員会の発足

現在本年年末締切りの平成 7年度共同開催会議の募集
を広報しているところである。 （詳細は， 日本学術会議

月報をご覧下さい。）

日本学術会議主催公開講演会

本会議では，毎年公開講演会を開催しています。この講
演会は会員か講師となり、一つのテーマを学際的に展開し
ています。この秋には二つの講演会の開催か決まりました

ので，お知らせします。多数の方々のご来場をお願いしま
す。入場は無料です。
I 公開講演会「20世紀の意味と21世紀への展望」
日時平成4年10月5日（月） 13: 30~16: 30 
会場 日本学術会議講堂
演題・演者
「国際政治の観点から一『長い平和』は持続可能か」

永井陽之助 第2部会員
（青山学院大学教授）

「文明論的観点から」 弓削 達第 1部会員
（フェリス女学院大学学長）

「科学・技術の観点から」 伊達宗行第4部会員
（大阪大学理学部長）

II 公開講演会「医学からみた日本の将来」
日時平成4年11月28日（土） 13: 30~16 : 30 
会場金沢市文化ホール大集会室
金沢市高岡町15-1 TEL 0762-23-1221 

演題・演者
「子どもたち」

「成人病」

「医療技術の開発」

「食物と栄養」

「医療制度の将来」

馬場一雄第 7部会員

（日本大学名脊教授）
五島雄一郎 第7部会員
（東海大学教授）

渥美 和彦第 7部会員
（東京大学名誉教授）
内藤博第 6部会貝
（共立女子大学教授）
下山瑛二第 2部会員
（大東文化大学教授）



物理学研究連絡委員会報告
「物理学研究の動向と将来への課題」

7月24日の運営審議会において標記の報告の公表か承認

された。 1970年代から1980年代にわたって， 日本の物理学

の研究動向，研究環境を，かなり厳しい批判的スタンスで

蒐集した客観的データに基づいて分析し， 1990年代におけ

る日本の物理学の課題を展望しようとする野心的な報告で

ある。日本の物理学研究 ・教育の将来を論ずるための不可

欠の資料といえる。 A4版112ページにまとめられており ，

日本物理学会の協力を得て，同学会会誌別刷の形で関係者

に公開される予定である。

本報告は，もともと第14期物理学研究連絡委員会が，久

保亮五委員長の提案に基づいて「物理学の研究 ・教育に

関する調査小委員会」 （委員長長岡洋介京大基研所長，幹

事中井浩二高エネ研教授，委員小林俊一東大理，鈴木洋上

智大理 I'玉垣良三京大理，平田邦男山梨大教育，小沼通
二座大理の各教授）を設置してデータの蒐集 ・分析 ・要約

を1990年 7月から1991年 5月にわたって精力的に行い， 19

90年 6月20日の物理学研究連絡委員会全体会議に提出され

たものである。第14期物研連任期終了に伴い，報告書及び

今後の進め方についての取扱いを次期物研連への引継事項

とした。これを受けて，第15期物理学研究連絡委員会は19

92年 5月22日の全体会議において本報告の取扱いについて

協議し，公表を決定して中鴎貞雄委員長を通じて 7月7日

の第 4部会の了承を求め，運営委員会に提案することとな

った次第である。

本報告書か， 日本の物理学の研究・教育に関心を寄せる

多方面で活用されることを期待したい。

物理学研究連絡委員会報告
「理論物理学の研究体制の充実について」

7月24日運営審議会において標記の報告の公表が承認さ

れた。湯川秀樹博士のノーベル賞受賞にちなんで初の全国

共同利用研究所として設置された京都大学基礎物理学研究

所と一般相対論のユニークな研究で知られる広島大学理論

物理学研究所は， 1990年に統合され，内外の期待を集めつ

つ，理論物理学の総合的研究を目指す拡充 ・強化された基

礎物理学研究所として再発足することとなった。しかし，

現実には分野間の均衡が十分でなく，また北白川と宇治に

建物が分離されている等，統合の実を十分に挙げ得ない現

況である。

1992年 5月22日の物研連全体会議は，このような状況の

改善が速やかに改善され，理論物理学における日本の輝か

しい伝統か復活されるよう，関係各方面に報告，支援を要

請することとなった。

材料工学研究連絡委員会報告
「繊維工学研究・教育に関する諸問題」
産・学協力による繊維工学研究と教育の振興

わが国の繊維産業はかつて， 日本を支える大産業であっ

た。石油危機，貿易摩擦などによって低迷を余儀なくされ

た時期もあったが，今日では先端産業の要素技術ともなっ

て，その据野を拡大し，また新合繊に象徴されるような高

度機能商品を開発し， 日本は世界のト ップレベルを行〈繊

維技術国となった。現在繊維産業の従業員数は 280万人，

総取引額は約64兆円に達し， 日本産業の中でも上位を占め

る基幹産業となっている。

この繊維産業を支える繊維科学技術教育を見ると，かつ

て国立大学には 3つの繊維学部と，染色化学 ・加工学を含
めて19の繊維関連学科があったか，産業構造の変化と共に

改組転換されて，今日では繊維系学生の定員50人と激滅す

るに至っている。大学院教育では，繊維学研究科の名称は

一時期全廃された。その後，産 ・学の強い要望によって，

平成 3年に信州大学工学研究科に，繊維生物機能科学，繊
維機能工学，繊維極限材料工学の 3大講座か唯一設置され

るに至った。

ところか，繊維産業の将来は，世界人口の増加，発展途

上国の 1人当たりの繊維消費贔の増加から，繊維需要は膨
大な成長力を秘めている。さらに，消費者主導型経済社会

となって，ファ ッションにも，色，柄，デザインに加えて

高機能性と加工技術が重要となってきている。また，繊維

素材から最終商品までをシステム化した生産・物流技術，

産業資材用途の拡大，地球環境改善への用途開発への期待

高性能スーパー繊維による航空・宇宙，海洋，原子力，土

木・建築分野への貢献，光ファイバーによる情報通信分野，

中空糸による人工腎蔵，酸素浪縮などヘルスケア分野，

海水脱塩造水など先端分野でも重要な産業として自立しつ

つある。

こうした繊維産業発展の基礎となる高度技術の開発を促

進し，その力を次世代へと継承させるためには，高度に訓

練 ・教育された人材の育成が不可欠である。我か国にと っ

て，繊維科学技術の研究 ・教育機構の再構築は焦府の急と

なっている。これに対して，欧少卜1ではEC統合を控え，各

国の特徴に応じ産学協力し，繊維系大学の単位互換制度を

指向するなど，繊維技術教育の再活性化に成功している。

米国では繊維関連大学か十数校もあり，その中でノースカ

ロライナ州立大学を繊維科学技術教育のセンターとして，

ニューヨーグ）・I、I立ファ ッション工科大学をアパレル・ファ
ッシ ョン教育のセンターとして位置付けて，全世界へ人材

を送り出している。

我か国で、産学協力して設立する機構としては，全国繊

維関連大学，研究所，及び地域産業を結ぶ役割を持ち，我

が国の優れた繊維工学知識の世界への発信と，国際的人材

育成への寄与のため，欧州，米国と並ぶ、東アジアの繊維

科学 ・技術の中心機構として活動することが望まれる。

この活動は，我か国に全世界の人々か ら期待されている

国際貢献の一つとなろう 。

御意見•お問い合わせ等がありましたら，下記ま

でお寄せ〈ださい。

〒106東京都港区六本木7-22-34
日本学術会議広報委員会 電話03(3403)6291

日本学術会議だより 紛．27

秋の総会開催される

平成4年11月 日本学術会議広報委員会

日本学術会議は去る 10月21日から23日まで，第 115回総会を開催しました。今回の日本学術会議だよりでは，同総会の議

事内容及び総会中に発表した会長談話等についてお知らせします。

日本学術会議 第115回総会報告について

日本学術会議第 115 回総会（第 15期•第 4 回 ）は ， 10 月

21日～23日の 3日間開催されました。

総会の初日は，会長からの前回総会以降の経過報告に続

いて，運営審議会附置委員会，部会，常置委員会，国際対

応委員会，特別委員会の各委員長，部長からの報告があり

ました。また，本年9月27日から10月11日までの間，二国

間学術交流委員会の代表団がアメリカ合衆国を訪問し，ア

メリカ合衆国の学術の現状を視察するとともに，大統領補

佐官を始めとする連邦政府機関の関係者，国立科学財団の

関係者，その他関係機関の関係者との意見交換を行い，多

大なる成果が得られたとの訪米報告が行われました。午後

からは各部会が開催され，国際対応委員会や研究連絡委員

会の在り方等について審議が行われました。

なお，二国間学術交流の成果等に関する 「平成4年度日

米学術交流について」の会長談話を21日付けで発表しまし

た。

総会2日目は，学術分野における国際貢献に関しての自

由討議が行われ，国際貢献の意義，方針等について活発な

討議か行われました。本件については， 日本学術会議第15

期活動計画の中に重点目標として掲げられており ，また，

昨年秋の第 113回総会において内閣官房長官から，学術研

究の分野で我が国がどのような国際的貢献をなすべきかに

ついて全学問領域から総合的に検討し，意見を出すよう求

められ，以来， 日本学術会議としては重要案件として審議

してきたものです。

午後からは，米スペースシャトル「エンデバー」で微小

重力実験に取り組んだ毛利衛さん，向井千秋さん，土井隆

雄さんの三宇宙飛行士を招き，実験成果等の報告をしてい

ただくとともに会員との意見交換が行われました。

なお， 「学術分野における国際貢献について」の会長談

話を22日付けで発表しました。

総会 3日目は，文化としての学術特別委員会を始めとす

る各特別委員会，各常置委員会が開催されました。

平成4年度日米学術交流について（会長談話）
平成 4年10月21日

1 本年度の日本学術会議の二国間学術交流事業として，

9月27日から10月11日までの 2週間にわたり ，私を団長

とし，各部所属の会員 7名，その他事務局 2名，計10名

で構成する代表団がアメリカ合衆国を訪問した。

2 今回の日米学術交流は，21世紀に向けて我か国の学術

の発展向上を図るためには，日米両国の緊密な連携協力

が不可欠であることから，アメリカ合衆国の学術研究の

現状と動向について調査するとともに，関係機関の責任

者等と忌憚ない意見交換を行うためであった。なお，こ

の機会に，いわゆるピッグ ・サイエンスの象徴ともいう

べき SSC, NASA, N I H等の現地視察を行った。

3 連邦議会の会期末で1993年度予算案の調整等のため極

めて多忙な時期であったにもかかわらず，いずれの機関

においても， トップ又はそれに準ずる責任者が自ら出席

するなど，代表団は温かく誠意あふれた応接を受け，関

係者の日本の学術への期待が極めて大きいことか印象的

であった。代表団の感想として特記すべき点をいくつか

挙げれば，次のとおりである。

(1) アメリカ合衆国の学術政策の基盤は，確固たるもの

があり ，これに割り当てられる国家予算のスケールも

大きい。これは，学術に対する同国の期待の大きさを

表すものである。例えば，1863年にリンカーン大統領

のイニシアティプで設立された科学アカデミーは，政

府からの独立を前提とし，政府，議会の諮問に応える

など， 政府，議会との緊密な連携の下に，国民並びに

人類の福祉の向上に寄与しているか，その後設立され

た工学アカデミー，医学会とともに，総額約 250億円

余に上る予算を毎年政府から受け取っている。これは，

日本学術会議の使命と今後の発展を考える上で参考と

なるものである。



(2) 学術の国際協力については， 日米両国は，経済力，

先端科学技術の水準から見ても，世界の中で指導的役

割を果たすべき立場にあり，両国の学術交流を中心と

して新しい時代の知識と技術を創造し，人類の発展に

寄与していく必要がある， との認識がアメリカ合衆国

の関係者にあり，我が国としても，このことを考慮す

べきである。

(3) 日本政府が本年4月に決定した科学技術政策大綱に

おける国家予算の倍増計画については，アメリカ合衆

国の関係者は，大きな期待と好意とをも って注目して

いる。

(4) SSC,宇宙開発などのビ ッグ・サイエンスについ

ては，それぞれの計画が学術における開拓者精神とで

もよぶべき情熱をもって推進されていることをが，認

められた。特に， 3名の日本人宇宙飛行士達との懇談

は感動的ともいうべき印象を残した。

また， SSC計画への資金面での参画問題について

は，我が国の学術研究の基盤自体が不十分であり，こ

れの充実強化が優先的課題であること，欧州やアジア

諸国等との協力をどう考えるか， SSC計画自体への

国民の理解をどう促進するか，など今後早急に検討し

なければならない課題かあること，などの当方の説明

に対して，これを傾聴する姿勢が見られた。

4 今回の日米学術交流の間に形成された代表団の一致し

た認識は，冷戦終焉後の新しい世界秩序形成過程におけ

る諸課題の一つとして，学術のあらゆる領域にわたって

の国際協力が今後ますます重要性を持つということであ

った。そのことは，今回の代表団へのアメリカ合衆国側

の対応からも十分窺われるところであった。

5 代表団としては，今回の訪米の結果について，総会，

運営審議会，その他の関連の委員会等において会員に報

告するとともに，改府関係者に対しても，必要に応じて

報告を行う予定である。その上で， 日本学術会議会員は

もとより，政府並びに国民の間で，我が国の学術に関す

る国際協カ・貢献の在り方について十分な論議が行われ

るよう強く期待するものである。

6 終わりに，今回の代表団の訪米に当たり，格別の御協

力をいただいたアメリカ合衆国側関係者及び在アメリカ

合衆国日本大使館の関係者に対し，ここに深い感謝の念

を表するものである。

学術分野における国際貢献について（会長談話）
平成4年10月22日

現在，我が国の国際的な貢献か強く求められており，各

方面でその方策が討議されているところである。日本学術

会議としては，平成3年10月の第 113回総会において，時

の坂本三十次内閣官房長官から，学術研究の分野で我か国

がどのような国際的貢献をなすべきかについて全学問領域

から総合的に検討するよう求められ，以来，特別委員会を

設けて検討するとともに，今回の第115回総会においても，

会員全員による討議を行った。

今回の総会での討議を踏まえ，私としては，次の点を強

調したい。

1 本来学術の国際貢献とは， 日本における学術研究の

成果を広く世界に伝達•発信し，学術の進歩に貢献す

ることである。

2 海外から研究者が進んで来日し，優れた研究成果を

挙げられるような高水準の研究施設を整備するととも

に，外国人が日本の文化・学術を吸収する能力を高め

られるような諸条件を整備・充実する必要がある。

3 上記2を実現するためには，省庁の枠を超え，官民

の総力を結集して，必要な資金の確保，人材の養成等

についての基本方策を策定し，推進する新しいシステ

ム （例えば学術協力機構）が必要である。

上記の趣旨を踏まえ，本会議としては，具体的な貢献策

について提案すべく，全力を挙げて検討し，速やかに結論

に達したいと考えている。

日本学術会議主催公開講演会

本会議では，毎年公開講演会を開催しています。この講

演会は会員か講師となり，一つのテーマを学際的に展開し

ています。平成 4年度最後の公開講演会が決まりましたの

で，お知らせします。多数の方々の御来場をお願いします。

入場は無料です。

公開講演会「科学技術を通じての国際貢献」

日時平成5年2月22日（月）13: 30~16 : 30 

会場 日本学術会議講堂

演題・演者

「日本の科学技術」 西澤潤ー 第5部会員

（東北大学学長）

「社会科学と自然科学との学際研究を通じての国際貢献」

松田武彦第 1部会員

（産能大学学長）

猪瀬博第 5部会員

（学術情報センター所長）

近藤次郎

日本学術会議会長

〔申込み先〕 はかきに，住所・氏名・郵便番号を明記し，

2月15日までに下記宛てお申し込みください。

〒106東京都港区六本木7-22-34 
日本学術会議事務局 「公開講演会係」

合 03-3403-6291 内線 227,228

「日本の貴重な体験の伝授」

「21世紀の科学技術」

御意見•お問い合わせ等かありましたら，下記ま

でお寄せください。

〒106東京都港区六本木7-22-34 
日本学術会議広報委員会 電話03(3403)6291

日本環境変異原学会会則

第1条 本会は日本環境変異原学会(TheEnv1-

ronmental Mutagen Society of 

Japan)と称する。

第2条 本会は人問環境における突然変異原，と

くに公衆の健康に重大な関係を有する突

然変異原の研究を推進することを目的と

する。

第3条 本会の会員は，正会員，学生会員および

賛助会員とする。正会員は本会の趣旨に

賛同し，環境変異原の研究に必要な知識

と経験を有し，定められた会費を納入し

た者とする。学生会員は，大学，または

大学院に在籍し，毎年所定の手続を経て，

定められた会費を納入した者とする。賛

助会員はこの学会の事業を後援し，定め

られた会費を納入した個人または法人と

する。

第4条 本会に入会を希望するものは， 1名以L

の評議員の推せん書とともに所定の申込

書に記入の上，本会事務所に申込むもの

とする。

第5条 会員は毎年会費を納入しなければならな

い。次年度の年会費の額は評議員会にお

いて審議し総会において定める。

第6条 本会はその目的を達成するために次の事

業を行う。

1.年 1回大会を開催し，学術上の研究

成果の発表および知識の交換を行う。

2.奨励賞を設け、環境変異原の分野で

すぐれた研究を行い，将来の成果が期

待される研究者（原則として会員）に

授与する。

3. Mutation Research誌の特別巻を

特価で購入配付する。

4.国際環境変異原学会連合に加入し，

国際協力に必要な活動を行う。

5.その他本会の目的を達成するために

必要な活動を行う。

第7条 本会に次のとおり役員および評議員を置

く。

会 長 1名庶務幹事 1名

会計幹事 1名 国際交流幹事 l名

編集幹事 l名会計監査 2名

および評議員若干名。

評議員は正会員の投票により選ぷ。

会長は評議員の互選によって定める。

庶務幹事，会計幹事，国際交流幹事，編

集幹事および会計監査は会長が委嘱する。

この他会長は必要な場合には会員の中よ

り若r名を指名し総会の承諾を得て，評
議員に加えることができる。

役員および評議員の任期は2年とする。

役員が同じ任務に引続いて就任する場合

には2期をもって限度とする。

第8条評議員会は会員を代表し，事業計画，経

費の収支，予算決算およびその他の直要

事項について審議する。

第9条本会は年1回総会を開く。

総会において会則の改廃制定，予算・決

算の承認，その他評議員会において審議

した重要事項の承認を行う。

第10条 本会の事務執行機関は会長および4名の

幹事をもって構成する。

会長は執行機関の長となり，また本会を

代表する。

第11条 本会の事務は暦年による。

第12条本会に名誉会員をおく。

附記

1.本会則は平成5年 1月1日より施行する。

2.本会は事務所を

静岡県三島市谷田1,111番地に置く。

3.正会員，学生会員および賛助会員の会費

は，それぞれ年額5,0CO円， 3,0CO円およ

び1ロ50,0CO円とする。

ただし， Mutation Research誌の特別

巻の配付を希望するものは，会費の他に

別途定める購読料を本会へ前納するもの

とする。
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島
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池
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中

盤
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岡

津

島

添
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林

部

克

隆

哲

清

康

行

純

正

成

一

也

見

基

昭

雄

夫

秋

徹

康

佑

世

雄

啓

穂

寛

子

奈美

茂

弘
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鎮

俊

憲

真

哉

郎

康
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次

彦

泰

邦

敬
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●ヽヽヽ

徳島大学医学部

慶応義塾大学医学部

北海道大学薬学部

東京薬科大学薬学部

武田薬品工業（掬研究開発本部

麻布大学生物科学総合研究所

国立公衆衛生院

京都大学放射線生物研究センター

神戸大学医学部

（財）食品薬品安全センター秦野研究所

第一製薬（株中央研究所

東京慈恵会医科大学

伊藤ハム（株中央研究所

国立衛生試験所

京都大学医学部

（財）食品薬品安全センター秦野研究所

福岡県衛生公害センター

国立がんセンター研究所

同志社大学工学部

国立衛生試験所

岡山大学薬学部

日本バイオアッセイ研究センター

慶応義塾大学医学部

三菱化成工業（株総合研究所

国立がんセンター研究所

東京薬科大学



原著論文募集のお知らせ

昭和 63年8月に学会活性化対策の一環として編集委員会が組織され，以来機関誌「環境変異原研究」お
よびJEMSNewsの定期刊行をめざして努力してまいりました。その間執筆規定の整備，編集委員会の体

制強化等原著論文掲載に関する準備を進め，昨年は評議員および会員を対象とした原著論文掲載に関するア

ンケート調査を実施し，回答者の 70%以上が原著論文掲載に賛成でした。ここに至って原著論文掲載の環
境が整ったと判断し，本年より原著論文を募集し平成6年 1月より原著論文掲載誌を刊行する旨を第 21回
大会総会において会員の皆様にお知らせしました。「環境変異原研究」を会員相互のコミュニケーショソ誌

として位置づけ，会員のための機関誌として育てていきたいと念じておりますので，会員諸氏の積極的な投

稿をお願いします。原著論文募集の具体的な開始時期については次号の「環境変異原研究」または「JEMS
News」でお知らせしますが，原著論文募集および掲載に関する大綱は以下の通りです。

1. 「環境変異原研究」を会員相互のコミュニケーション誌として位置づけ，会員が自由に投稿できる場を
提供する。

2. 原著論文の範囲は「総説」，「一般論文」，「短報」ならびに「資料」とし，未発表の学術論文とする。
3. 用語は日本語を原則とするが，英語も受け付ける。また英文タイトルと 100語程度の英文要旨をつける。
なお図表も日本語を原則とするが英語でも良い。

4. 編集委員会組織を原著論文掲載に対応できるよう強化し，また原著審査委員長は学会長が兼任する。
5. 「環境変異原研究」の発行回数は大会抄録号を除いて当面年3回とし，各号に原著論文を掲載する。
6. 原稿募集を平成5年度中に開始し，平成6年度中 (1994年 1月予定）に原著掲載誌を発刊する。

環境変異原研究投稿規定

1. 掲載論文

環境変異原研究に関する未発表の「総説」，「一般

論文」，「短報」，「資料」，「大会講演要旨」などを

掲載する。掲載論文の採否は編集委員会の審査に

より決定する。

「総説」は，一つのテーマに関連する多くの研

究論文の総括，評価，解説などである。

「一般論文」は，変異原に関する独創的研究の

報文で，それ自身独立して価値ある結

論あるいは事実を含むものとする。

「短報」は，新しい事実や価値あるデータを含

む短い報告とする。

「資料」は，環境変異原に関する調査の結果ま

たは統計などをまとめたものとする。

2. 投稿資格

筆頭著者は日本環境変異原学会会員に限る。ただ

し，招待寄稿の場合にはこの限りではない。

3. 報文の書き方

報文の用語は日本語または英語とし，執筆規定に

従い簡潔にわかりやすく書く。総説は，写真・図

表を含めて刷り上がり 12頁以内，原著は同じく

8頁以内，短報・資料は 4頁以内とする。この制

限頁の超過分や多額の経費を要する図表の実費は

著者負担とする。なお学会所定の原稿用紙は，下

記編集委員会事務局まで請求する。

4. 論文の送り先

平成5年3月 JEMS編集委員会

論文原稿は正 1部コピー 2部の計3部を，下記日

本環境変異原学会編集委員会事務局宛に書留便で

送付すること。なお，最終稿では正 1部およびフ

ロッピーディスク（使用した機種とソフト名を明

記）を送付すること。

原稿の送付および校正刷の返却，その他編集につ

いての問い合わせ先：

〒105東京都港区新橋 5-23-7ニュー三栄ビル

三造写真工業株式会社内

5. 著作権

日本環境変異原学会編集委員会事務局

TEL 03-3433-8581 

FAX 03-3433-0470 

本誌に掲載された記事，論文などの著作権は日本

環境変異原学会に帰属するものとする。従って，

本会が必要と認めた場合は転載し，また外部から

引用の申請があった場合には，編集委員会におい

て検討の上許可することがある。ただし，著作者

自身が自分の記事，論文などの一部を複製，翻訳

などの形で利用することを妨げるものではない。

しかし，著作者自身であっても，全文を複製の形

で他の著作物に利用する場合には，事前に文書に

て申し出を行い，許諾を求めなければならない。

6. 校正

著者校正は原則として原稿に対する誤植の訂正に

限る。原稿にない加筆・変更をしないこと。

7. 著者負担金

l) 投稿論文は，組版代の一部負担金として刷り
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上がり 1頁につき 2,000円を著者が負担す

る。また規定の頁数を越えた分については，

超過頁分についての実費は著者負担とする。

2) カラー印刷等特殊印刷のため付加的に発生す

る費用は著者負担とする。

3) 別刷りは著者負担とする。別刷り希望者は著

者校正時に添付する申し込み書に50部単位で

申し込むこと。

環境変異原研究執筆規定

1. 用語は日本語または英語とする。

2. 原稿は原則としてワープロを用い，左横書きで作

成する。

日本文の場合：原稿は A4版用紙に 1行22字，

1頁20行で印字する（刷り上がり

の 1/4頁に相当する）。また，別

に英文の題名，著者名，所属機関

名および要約 (300字以内）を付

ける。なお，手書きの原稿を希望

する場合には， 日本環境変異原学

会所定の原稿用紙を用いる。

英文の場合：原稿は A4版のクイプ用紙にダブ

ルスペースでタイプする。一行打

字数は 60字， 1頁25-27行を標

準とする。原稿は著者の責任にお

いて英語の添削訂正を受けたもの

に限る。

なお，各頁は左 3cm，右 5cm,上 3cm,下6

cmの余白をとる。

3. 投稿論文の記述は，第 1頁は表題，著者名，所属

および所在地，第2頁は要約 (Summary)および

キーワード (5語以内）， 第3頁以下，緒言 (In-

troduction），実験材料および方法 (Materialsand 

Methods），結果 (Results），考察（Discussion),謝

辞(Acknowledgements），参考文献(References),

表 ・図の説明および図の順序とする。なお図と表

の説明はすべて英文とする。

4. 学名，遺伝子記号などはイタリック（原稿に赤字

でアソダーライン表示）とし，その他まぎらわし

い記号については原稿に適宜指示を与える。

5. 化学物質名は原則として英語とし，一般名を用い

る。また， CAS番号を文中に表示する。文中に

用いる英語の単語あるいは句は固有名詞を除いて

小文字で書きはじめる（文頭の場合は大文字）。

また文中の英語はすべてタイプするかまたは活字

体で書く。

6. 数字は算用数字を用い，単位は英文の慣用による

省略記号を用いる。

7. 略字を使用するときは，論文中にはじめて使用す

るときに完全な語とその略字を括弧内に示す。

8. 表，図（写真）は本文と別にし，それらの挿入箇

所を本文の右余白に明示する。グラフ，写真，線

画等はすべて図とし，一連の番号 Fig.1, 2••を

付し，説明文を別紙に添える。

9. 図と写真は原図またはキャビネ大の光沢写真版と

し，裏面に Fig.1, 2…および上下を鉛筆書き

し， A4版の台紙に一枚ずつ軽く糊付けする。台

紙の下部に Fig．（一連番号）および説明を付す。

10. 表は表の上部に Table（一連番号）と説明を記入

すること。表には縦罫を使用せず，また各語句の

始めは原則として大文字とする。脚注を要すると

きは表示の語句の右肩に a,b, c…を付記し， 表

の下欄外にそれぞれの説明を記す。

11. 本文中の文献引用は著者名および年号をもってす

る。

12. 引用文献は筆頭著者名のアルファベット順に配列

し，雑誌の省略名は ChemicalAbstractsの記

載方法に従う。記載順序は著者氏名，年号，題

名，雑誌名，巻頁（単行本の場合は著者氏名，

年号， 題名， 編者名， 書名， 発行所， 発行地，

頁）の順とする。文献の記載方法は下記の例に従

ぅ。

Ames, B. N., J. Mccann and E: Yamasaki 
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日 本環境変異原学会入会申込書

平成年月日

日本環境変異原学会長 殿

貴学会に入会いたしたく 評議員の推薦を添えて申し込みます。

フリガナ

氏 名 R 
・-

ローマ字つづり

生年月日，性別 年 月 日 1男女

（和）

所属 機関

部局

職名

I 

（英）

〒 電話 内線（ ) FAX 

（和）

所属 機関

所在地
（英）

A 子 呼子 部 学部学校名 卒業年次 年
--

歴 大学院 課程学校名 修了年 次 年
- -- ---. _ -

一子 位 取得年 年
..一.-

研究領域 （下記にあてはまる項の 2, 3を0で囲んでください）

1. 変異原 2.検出系 3. 毒 性 4. 発生異常 5. 汚 染

6. 疫 A 子 7. 遺 伝 8. か ん 9.微生物 10. 高等動物

11.高等植物 12. 食 品 13. 気体 ・粉じん 14.医薬品 15. 農 薬

16. 代 謝 17. 分子機構 18. そ の他（ ） 

研 究 歴（現在行っている研究の動向や興味の点について数行記入のこと）

— ••— 
ーヨ~← — - -

加入学会名 （本学会以外の）

推薦者（日本環境変異原学会評議員）

〒 電話 内線（ ) FAX 氏名（署名）
R
 自宅！ （和）

I -- - ---

I 入会申込者との関係（数行ご記入ください）
住所

l -

（英）
I —-- - -

会誌送付先 ① 所属機関 ② 自宅
入会申込書の送付先：〒105東京都港区新株 5-23-7

三造写真工業株式会社内 学会事務局



住所・所属等変更届

平成年月日

日本環境変異原学会

事務局 御中

下記変更がありましたのでお届け致します。

フリガナ

氏 名 R 

旧 所 属

（和）
新

所属機関

部局
（英）

商名

〒 電話 内線（ ) FAX 

新 （和）

所属機関

所在地
（英）

〒 電話 内線 （ ) FAX 

新
（和）

自 宅

住 所
（英）

会誌送付先 ① 所属機関 ②自 宅

送付先 ：〒105東京都港区新橋5-23-7
三造写真工業株式会社内 学会事務局
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